
製品価格付けケース別

「相対的都市化経済規模」
一3大 都市圏中心都市を対象にして一

神 頭 広 好

1は じめに

「集積の経済」に関する研究は,Weber,Hoover及 びIsard等 によって

なされてきたが,そ の中でも 「規模の経済」 については企業の費用関数

を,「地域特化の経済」 にっいては立地係数等をそれぞれ応用することに

よって各々の規模に関する分析がなされている。また,都 市のサイズとの

関連において 「都市の集積経済」に関する実証的研究にっいては,企 業及

び都市の各生産関数に都市圏人口や都市人口等を変数 として組み込むこと

によって都市の集積力を分析 したものなど(例 えば,Kawashima[1975],

Seagal[1976]及 びHenderson[1988])が 見 られる。 しか し,「都市化の

経済」に関する実証的研究にっいては,あ まり多いとはいえない。

そこで本研究では,上 記の 「集積の経済」のうち 「都市化の経済」に照

準をあて企業の利潤最大化条件か ら導出される空間的均衡条件式を用いて,

製品価格が市場で決定されるケース(以 後 「市場価格ケース」)及 び製品

価格を企業自らが決定するケース(以 後 「企業価格ケース」)の 各 ケース

における 「相対的都市化経済規模」の相違にっいて3大 都市圏中心都市を

対象に実証分析を試みる。
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皿 理論モデル

ここでは,製 品価格が市場で決定されるケースにおける 「相対的都市化

経済規模」を導出するための理論モデルを構築する。

モデルの構築に際 し,っ ぎの諸仮定を設定する。

(1)企 業経営者の生産関数は,「企業に対する都市化経済規模」,「消費

者に対する都市化経済規模」及び 「敷地面積」からなる。 また,敷 地

面積は,売 り場面積と駐車場面積 との合計である。

(2)企 業の地代関数は,「消費者に対する都市化経済規模」及び 「敷地

面積」か らなる。ここでの敷地面積は,仮 定(1)と同様である。 また,

企業の単位面積当たり地代 とその周辺の単位面積当たり地代とは,ほ

とんど同値である。

(3)企 業に対する及び消費者に対する各々都市化経済の規模 は,「 都心

部か らの距離」の関数として表される。前者に対する都市化経済は,

都心部へのアクセス及び都心部に存在する企業との面と向かっての商

談(facetofacecontacts)に よって企業経営 に関する多 くの新 し

い情報が素早 く得 られること(接 触の利益)や,都 心部か ら移動 して

きた多種多様な企業の集中傾向に従 って商品の需要に対する変動が緩

和されること(不 安定性の吸収)な どによって もた らされる便益を指

す。一方,後 者に対する都市化経済は,都 心部か らの路線上に建て ら

れた快適な駅や,都 心部から道路または鉄道に沿って,都 心部に建て

られたとの同質な魅力的施設(例 えば,コ ンサー トホール,カ ルチャー

センター等)な どが,建 設 されること(都 市アメニティーの存在)に

よってもたらされる便益を指す。 ここでの都市化経済の規模は,都 市

化経済の水準かそのバスケ ットと見倣すことができる。

(4)企 業の販売価格及び労働賃金は,そ れぞれ市場で決定される。
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(5)企 業 は,需 要 を満 た す に足 る多 くの在 庫 を 有 して い る。

上 記 の 仮 定 の下 で,企 業 の生 産 関 数(Q)は,次 の よ う に表 され る。

Q=Q(A(t),a)

た だ し,A(t):企 業 に対 す る都 市 化 の経 済 規 模

t:都 心 部 か らの 距 離

α:敷 地 面 積

した が って,収 入(R)は,R=PQと 表 わ さ れ る 。 た だ し,pは 市 場 で

決 ま る製 品価 格 を 示 して い る。 ま た,企 業 の予 算 費 用(の は,

c=m+ア(B(の,α)+ω.

た だ し,m:維 持 管理 費 用

r(B(t),α):企 業 の地 代

B(t):消 費 者 に対 す る都 市 化経 済 規 模

w:賃 金

こ こで,企 業 の 利 潤(π)は,

π=R-C=PQ(A(t),α)-m-r(B(t),α)-w

と表 わ され る。 さ らに,生 産 関 数 を指 数 タイ プに特 定 化 す る と,

Q(A(ε),α)=A(t)α ・.'(1)

た だ し,α:敷 地 面 積(α)に 対 す る生 産 弾 力 性

ま た,地 代 関数 を 指 数 タ イ プ に特 定 化 す る と,

r(B(の,α)=B(t)α β.(2)

た だ し,β:敷 地 面 積(α)に 対 す る地 代 弾 力 性
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ここで,企 業の1階 の利潤最大化条件は,

安 一AA'(t)d°-B(ε γ ♂-A'(t)_B'(t)A(t)RB(t)r-・(・)

及び

器 一 αpA(t)a° 一:C(t)♂ 一・一 ÷ βぎ 一 ・・(・)

さ らに,こ こで2階 の条 件 が満 た され て い る もの とす れ ば,上 式(3)及 び(4)

か ら均 衡 条 件式 は,

A'(t)
=aB'(t)(5)

Act)aBct).

こ こで,都 市 圏 限 界 地(`鷹)に お け る企 業 のA(の 及 びB(ε 肌)が そ れ ぞ れ

1単 位 存 在 す る もの と して,都 心 部 の 半 径 をuと す る と,

fA(t)dtQJ,B(t)dtuu

か ら,

1・gA(の 一a1・gB(の ・(・)

さ らに,収 入 関 数 及 び地 代 関 数 を そ れ ぞ れ対 数 形 に 直 す と,

logR=logp十logA(u)十alogo(7)

及 び

logy=・:C(の+β109α.(8)

上 記(6),(7)及 び(8)式 か ら αを消 去 して整 理 す る と,

logA(u)l
ogR=logp十logy.(9)

・_t(の

この(9)式 か ら,logyを 説 明変 数,logRを 被 説 明 変 数 と して,同 式 に最 小

二 乗 法 を 適 用 す る こ とに よ って,市 場 価 格 下 に お け る相 対 的 都 市 化 経 済 規

模(「 消 費 者 に対 す る都 市 化 経 済 規 模 」 に対 す る 「企 業 に 対 す る都 市 化 経
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済 規 模 」)が 推 計 可 能 と な る。 一 方,企 業 の製 品 付 け値 価 格 下(た だ し,

こ こで は単 に利 潤 最 大 化 す るよ う に製 品 価 格 を 決 め る こ と を意 味 す る)に

お け る相 対 的 都 市 化 経 済 規 模 に っ い て は,神 頭[1991,第3章]1)か ら,

Iog湾(のl
ogR=logy.(io)

・::(の

(9)式同 様 に,こ の(io)式に定 数 の な い最 小二 乗 法 を 適 用 す る こ と に よ って,

相 対 的 都 市 化 経 済 規 模 が 推 計 可 能 とな る。

皿 実証分析

ここでは都心部を中心都市に置き換えて2)最 小二乗法を(9)式及び(io)式に

適用 して,製 品価格が市場で決定される(市 場価格)ケ ース及びそれが企

業の利潤最大化行動の仮定の下で決定される(企 業価格)ケ ースの各ケー

スにおける 「相対的都市化経済規模」をわが国3大 都市圏中心都市を対象

に推計 した。 この推計結果にっいては,表1に 示されている通 りである3)。

以下に,分 析結果及びその考察を示す。

1分 析結果

(1)各 中心都市における市場価格にっいては,名 古屋市が最 も高 く,っ い

で東京特別区,大 阪市の順に小さい。

(2)東 京特別区にっいては,表1か ら市場価格ケースにおいて 「企業に対

する都市化経済規模」 は 「消費者に対する都市化経済規模」の約0.5倍

であるが,企 業価格 ケースでのそれは約1.6倍 である。また,各 ケース

共にかなり高い相関係数を示 している。

(3)名 古屋市にっいては,表1か ら市場価格ケースにおいて 「企業に対す

る都市化経済規模」は 「消費者に対する都市化経済規模」の約0.2倍 で

あるが,企 業価格ケースでのそれは約1.3倍 である。 また,取 り分け企
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業価格ケースの相関係数は低 く,t値 も2を 下回っている。

(4)大 阪市にっいては,表1か ら市場価格 ケースでは東京特別区同様 に

「企業に対する都市化経済規模」 は 「消費者に対する都市化経済規模」

の約0.5倍 であるが,企 業価格ケースでのそれは約1倍 程度に過ぎない。

また,各 ケース共にかなり高い相関係数を示 している。

(5)表1及 び図1か ら市場価格ケースにっいて,東 京特別区及び大阪市の

表1ケ ース別 「相対 的都市化経済 規模」 に関す る推計

東京特別区 名古屋市 大阪市

区数 23 16 24

〈市場価格 ケース〉

定数項(製 品価格の対数) 3.275 4.563 2.045

t値 (26.894) (66.773) (8.854)

相対的都市化経済規模 0.529 0.225 0.501

t値 (12.95) (2.829) (10.548)

相関係数 0.943 0.603 0.914

〈企業価格 ケース〉

相対的都市化経済規模 1.567 1.256 0.913

t値 (20.099) (0.933) (45.958)

相関係数 0.974 0.234 0.995

東京特別区 名古屋市 大阪市
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「消費者に対する都市化経済規模」に対する 「企業に対する都市化経済

規模」はそれぞれ約0.5と ほぼ同 じ値を示 しているが,名 古屋市のそれ

は約0.2と 小さい値を示 している。一方,企 業価格のケースでは,東 京

特別区,名 古屋市及び大阪市の順に小さい値 となる。

2結 果の考察

(イ)上 記(i)の分析結果か ら市場価格の大 きさは,各 中心都市の人口規模に

作用されず都市の産業構造特性に係わっていると考えられる。

(ロ)上 記(1),(2)及び(3)の分析結果か ら市場価格ケースにおける 「相対的都

市化経済規模」は,中 心都市の人口規模または企業数 と関係 しているこ

とを示唆 している。一方,企 業価格ケースにおける 「相対的都市化経済

規模」は,中 心都市の人口規模または企業数と関係 しておらず,各 中心

都市の産業構造特性に依存 していると考え られる。

㈲ 上記(5)の分析結果か ら市場価格ケースにおける 「相対的都市化経済規

模」と企業価格ケースにおける 「相対的都市化経済規模」との差につい

てみると,そ の差が大きいほど製品価格に関する企業の利潤最大化行動

が 「相対的都市化経済規模」に敏感に作用 していることを示 しているよ

うに見える。最 もその差の大きな都市は,名 古屋市であり,っ いで東京

特別区,大 阪市の順である。

IVお わ りに

本研究では,製 品価格の決定過程が大都市圏中心都市の相対的都市化経

済規模にどのように影響 しているかを分析するために,ま ず企業の利潤最

大化モデルにおける空間的均衡条件式から 「相対的都市化経済規模」を推

計するための関数を導出した。ついで同関数を3大 都市圏各中心都市に適

用することによって最小二乗法を用いて実証分析を試みた。その結果,市
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場価格ケースにおける 「相対的都市化経済規模」は,中 心都市の人口規模

または企業数に相関がありそうなことや製品価格の決ま り方によって,

「相対的都市化経済規模」が影響 されることなどが分かった。 しか し,中

には本モデルに対 して適合度の低い都市 も見 られたことなどから,こ こで

の分析対象中心都市が,円 形の中心都市及び都市圏の空間に関する本モデ

ルの仮定に適合 しているか否かによることに注意を要する。 また,分 析結

果 と現実との乖離を考察するために生産関数及び地代関数の各々か ら推計

される 「相対的都市化経済規模」と本モデルから推計されたそれとの比較

を試みる必要がある。

本論文 は,愛 知大学助成費(c-22)に よ って作成 された ことを付記す る。

注

1)こ こでは,収 入関数(R)は,

R=R(p,A(t),a)=A(t)p`a°

として表わ されてお り,製 品価 格(P)に 収入弾力性(ε)を 与 えて い る。 こ

の収入関数を使 って,本 理 論モデル と同様の プロセ スを経て企業価格 ケー スに

お ける 「相対的都市化経 済規模 」を導出す るため のG4式 が導 出され る。

2)こ れ は,わ が国においてCBDの 設定 に関す る定義付 けが,明 確 に な され て

いな いことや,東 京特別区に見 られ るように都庁 の移転 に伴 ない,広 域 にわ た

り中心業務的な役割 を果たす傾向が強 まって きたことなどによる。

3)こ こでのデ ータにつ いて は,企 業を小売業 に限定 して,わ が国3大 都市 圏 中

心都市 にお ける 「小売 り商店当た りの収入(販 売額)」 及 び 「小 売 り商店 当た

りの地代」を得 るため に,通 産省調査統計部商業統計課 「商業 統計 表」(た だ

し,通 産省段階での数値が未公表の ため,各 県段階 での資料 に基 づ き掲載 され

て いる(「地域経済総覧'93」 東洋経済新報社1992)を 参照)か ら 「小売 業 商

店数」,「小売業年間販売額」及 び 「小売業売 り場面積」 を,ま た1991年 各 都

道府県地価調査(な お,こ の詳細 にっ いては 「地域経済総 覧'93」 東洋 経済 新

報社1992p.841を 参照)に おける用途別地価 の商業地地 価をそれぞれ用 いた。
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